
 

 

Ⅰ．令和３年度 柳井市財務４表について 

１．財務４表の公表について 

平成２６年５月に総務省から「今後の地方公会計の整備促進について」（総務大臣通知）

が公表されました。資産・債務管理などの内部管理強化と外部への分かりやすい財務情報の

開示が不可欠であるとし、国は地方に複式簿記・発生主義会計の導入と一般会計等と各種の

特別会計及び関係する団体（一部事務組合・広域連合、地方三公社、第三セクター等）を連

結した上で財務書類の整備をするよう要請しました。 

従来の地方公共団体の会計制度は、１年間の現金の出入りを把握することに重点を置い

た単式簿記・現金主義会計を採用していますが、複式簿記・発生主義会計に基づく財務書類

を作成することで、現金取引（歳入・歳出）のみならず、すべてのフロー情報（期中の収益・

費用及び純資産の内部構成の変動）及びストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）を

網羅的に把握し、補完します。 

 本書は、令和３年度決算に基づく一般会計等、全体会計及び連結会計ベースの財務４表の

数値を用いて本市の財務状況を分析し、その結果を公表するものです。 

 

２． 作成モデル 

本市においては平成２７年度決算分までは「総務省方式改訂モデル」により作成していま

したが、平成２８年度決算分から統一的な基準に基づいて作成しています。「総務省方式改

訂モデル」から統一的な基準への変更点及び効果は以下の通りです。 

 

平成２７年度決算以前 

「総務省方式改訂モデル」 

平成２８年度決算以降 

（統一的な基準） 

導入による効果 

決算統計をベースとした簡便的仕訳 執行データに基づく仕訳 

（複式簿記・発生主義会計の導入） 

事業別・施設別行政コス

ト計算書の作成が可能 

固定資産台帳の整備は任意 固定資産台帳の整備が必須 公共施設等のマネジメ

ントに活用可能 

「総務省方式改訂モデル」以外にも複

数の作成基準が混在 

作成基準を統一 団体間の比較が可能 

 

３． 作成基準日 

作成基準日については令和４年３月３１日です。 

出納整理期間中（令和４年４月１日から５月３１日まで）の入出金については作成基準日

までに終了したものとして処理をしております。 

  



 

４． 財務４表の概要 

 財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表

で構成されています。 

 

（１） 貸借対照表（BS：Balance Sheet）「ストック情報」 

基準日時点における財政状態(資産・負債・純資産の残高及び内訳)を表示したもので公

共資産等の保有量、基金残高、その財源となる地方債残高等を表すものです。 

 

（２） 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）「フロー情報」 

一会計期間中の費用（現金収支を伴わない減価償却費を含む）・収益の取引高を表示した

もので一年間の行政サービスにかかる経費とそれに伴う使用料及び手数料等を表すもので

す。 

 

（３） 純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）「純資産の変動情報」 

一会計期間中の純資産(及びその内部構成)の変動を表すものです。 

 

（４） 資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）「現金収支情報」 

 一会計期間中の現金の収入・支出を３つの区分（業務活動収支・投資活動収支・財務活

動収支）で表すものです。 

 

  



 

５． 対象となる会計（団体）の範囲について 

範囲 会計名（団体）名 
  

 

一般会計等 

一般会計 
  

市有林野区事業特別会計 
 

 

 

 

 

全体会計 

国民健康保険事業特別会計 
 

市営駐車場事業特別会計 
 

介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 
 

介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定） 
 

後期高齢者医療事業特別会計 
 

柳井市水道事業会計 
 

柳井市下水道事業会計 

 

 

 

 

連結会計 

山口県市町総合事務組合 

山口県後期高齢者医療広域連合 

柳井地域広域水道企業団 

柳井地区広域消防組合 

周東環境衛生組合 

平郡航路有限会社 

柳井市土地開発公社 

（一財）やない花のまちづくり振興財団 

※ 簡易水道事業特別会計・公共下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別会計について

は、令和元年度までは地方公営企業法の財務規定等の適用に向けて作業中（移行期間中）で

あったため、連結対象外としていましたが、令和２年度より簡易水道事業特別会計は柳井市

水道事業会計に、公共下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別会計は柳井市下水道事業

会計にそれぞれ統合し、範囲の対象となっています。 

※ 市営駐車場事業特別会計は令和４年３月３１日を以て、廃止となります。 

  



 

Ⅱ. 財務４表の相互関係 

 

 

抜粋：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年 8 月改訂）」 

財務書類作成にあたっての基礎知識 P.11 

 

財務４表の相互関係について 

行政コスト計算書では、経常的な行政サービスを提供することで発生するコスト（経常費

用）から受益者負担（経常収益）と臨時損益を控除し、税金や交付税等で賄われるべき純行

政コストが算出されます。 

この純行政コストは一年間の純資産項目の変動状況を示す純資産変動計算書の一項目と

され、純資産変動計算書により算出された期末純資産残高は、貸借対照表の純資産合計と一

致します。 

また、資金収支計算書では一年間の資金の収入から支出を控除し、期首の資金残高に加え

て、年度末の資金残高を算出し、その期末資金残高に歳計外現金の期末残高を合算した金額

が、貸借対照表に記載された現金預金と一致します。 

 

  



 

Ⅲ．貸借対照表（令和 4 年３月３１日現在） 

（１）貸借対照表 

 

 

貸借対照表から見た財政状況 

令和 3 年度末時点で本市の所有している資産額は、一般会計等で６１５億円、全体会計

で８７２億円、連結会計に至ると９６１億円になります。 

連結会計で見ると、純資産である４９４億円については過去または現世代や国・県等の負

担で支払われており、負債である４６８億円については、将来の世代が負担していくことに

なります。  

（単位：千円）

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 項目 一般会計等 全体会計 連結会計

固定資産 57,725,867 80,965,472 88,538,440 固定負債 17,190,992 35,353,333 42,575,190

　有形固定資産 44,944,151 68,884,022 79,885,633 　地方債等 14,652,338 24,021,657 25,573,485

　　事業用資産 21,258,663 21,274,994 22,170,426 　長期未払金 -                    -                    -                    

　　インフラ資産 23,599,065 45,924,889 55,686,346 　退職手当引当金 2,499,644 2,614,746 3,027,853

　　物品 86,422 1,684,139 2,028,861 　損失補償引当金 38,700 38,700 -                    

　無形固定資産 33,740 101,932 3,551,283 　その他 310 8,678,229 13,973,852

  投資その他の資産 12,747,976 11,979,518 5,101,524 流動負債 1,926,717 3,580,646 4,200,142

　　投資及び出資金 9,048,927 7,413,566 242,452 　1年内償還予定地方債等 1,722,417 2,606,865 3,096,932

　　投資損失引当金 -9,500 -9,500 -                    　未払金 -                    747,858 832,461

　　長期延滞債権 328,938 436,329 437,286 　未払費用 -                    -                    -                    

　　長期貸付金 192,311 192,311 8,930 　前受金 -                    78 282

　　基金　 3,208,435 3,975,169 4,441,089 　前受収益 -                    -                    -                    

　　その他 -                    -                    138 　賞与等引当金 174,933 194,463 234,506

　　徴収不能引当金 -21,135 -28,356 -28,371 　預り金 28,623 28,623 31,826

流動資産 3,738,562 6,278,513 7,605,272 　その他 745 2,758 4,135

　現金預金 780,130 3,153,485 4,013,440 負債合計 19,117,709 38,933,978 46,775,333

　未収金 36,067 218,010 415,207

　短期貸付金 -                    -                    6,126

　基金 2,746,281 2,746,281 2,822,682

　棚卸資産 13,250 16,539 200,525

　その他 166,974 167,162 170,258

　徴収不能引当金 -4,140 -22,964 -22,966 

繰延資産 -                    -                    純資産合計 42,346,719 48,310,008 49,368,380

資産合計 61,464,428 87,243,986 96,143,712 負債及び純資産合計 61,464,428 87,243,986 96,143,712

純資産の部

資産の部 負債の部



 

Ⅳ．行政コスト計算書（令和３年４月１日から令和４年３月３１日） 

（１）行政コスト計算書 

 

 

行政コスト計算書から見た財政状況 

令和３年度における連結会計の経常費用は２８１億円で、行政サービスに係る対価とし

て、住民が負担する使用料や手数料などを主とした経常収益は２６億円となり、経常費用か

ら経常収益を差し引いた純経常行政コストは２５６億円となっています。これに臨時損失

と臨時利益の差額を加えた純行政コストは２８０億円となり、この不足部分（コスト）につ

いては、市税や地方交付税といった一般財源や国・県等からの補助金などで賄っていると言

えます。 

  

（単位：千円）

項目 一般会計等 全体会計 連結会計

①経常費用 13,753,171 22,185,475 28,138,882

　　業務費用 7,323,715 9,707,719 11,917,008

　　　人件費 2,805,277 3,075,657 3,760,878

　　　　職員給与費 2,324,893 2,549,965 3,152,466

　　　　賞与等引当金繰入額 174,933 194,463 234,506

　　　　退職手当引当金繰入額  - 8,353 48,612

　　　　その他 305,450 322,876 325,293

　　　物件費等 4,275,995 6,146,110 7,423,690

　　　　物件費 2,531,899 3,405,794 3,952,438

　　　　維持補修費 156,522 212,520 365,968

　　　　減価償却費 1,587,573 2,527,796 3,105,283

　　　　その他                           -                           -                           -

　　　その他の業務費用 242,444 485,951 732,441

　　　　支払利息 108,659 260,261 301,399

　　　　徴収不能引当金繰入額 20,332 28,987 29,004

　　　　その他 113,453 196,703 402,038

　　移転費用 6,429,456 12,477,756 16,221,874

　　　補助金等 3,112,708 11,111,721 14,832,849

　　　社会保障給付 1,359,985 1,363,905 1,363,905

　　　他会計への繰出金 1,954,931  - 225

　　　その他 1,832 2,131 24,896

②経常収益 904,119 1,806,466 2,579,876

　　使用料及び手数料 219,152 1,086,968 1,636,614

　　その他 684,967 719,498 943,262

③純経常行政コスト
　（＝①－②）

12,849,052 20,379,009 25,559,006

④臨時損失（災害復旧事業費など） 2,039,206 2,963,043 2,964,065

⑤臨時利益（資産売却益など） 5,336 302,231 494,869

⑥純行政コスト
　（＝③＋④－⑤）

14,882,921 23,039,821 28,028,202



 

Ⅴ．資金収支計算書（令和３年４月１日から令和４年３月３１日） 

（１）資金収支計算書 

 
 

資金収支計算書から見た財政状況 

連結会計を見ると、行政サービスの提供に係る収支である業務活動収支は３６億円のプ

ラス、資産形成や投資等の収支である投資活動収支は１５億円のマイナスとなっています。 

一方、市債発行・償還などの収支である財務活動収支については、１３億円のマイナスと

なっています。これは地方債の返済額である「地方債償還支出」が地方債の発行額である「地

方債発行収入」を上回っていることが要因です。 

この結果、本年度の資金収支額が８億円のプラスとなり、本年度末の現金預金残高が４０

億円となっています。  

（単位：千円）

項目 一般会計等 全体会計 連結会計

①業務活動収支 2,432,220 3,110,801 3,601,011

　業務支出 12,149,455 19,607,164 24,967,326

　　業務費用支出 5,720,000 7,127,548 8,721,404

　　　人件費支出 2,816,078 3,070,128 3,717,388

　　　物件費等支出 2,688,421 3,609,230 4,309,498

　　　支払利息支出 108,659 260,261 301,548

　　　その他の支出 106,841 187,928 392,970

　　移転費用支出 6,429,456 12,479,616 16,245,922

　　　補助金等支出 3,112,708 11,113,580 14,855,653

　　　社会保障給付支出 1,359,985 1,363,905 1,363,905

　　　他会計への繰出支出 1,954,931  - 225

　　　その他の支出 1,832 2,131 26,140

　業務収入 15,753,291 23,889,326 29,554,910

　　税収等収入 11,282,912 13,910,416 16,226,135

　　国県等補助金収入 3,726,862 8,322,421 10,931,039

　　使用料及び手数料収入 220,417 1,097,695 1,648,321

　　その他の収入 523,101 558,794 749,414

　臨時支出（災害復旧事業費など） 2,019,965 2,019,965 2,030,521

　臨時収入 848,348 848,603 1,043,948

②投資活動収支 -1,399,559 -1,365,089 -1,520,429

　投資活動支出 2,210,126 2,509,819 2,765,742

　　公共施設等整備費支出 1,008,887 1,554,131 1,724,983

　　基金積立金支出　 514,569 559,785 643,804

　　投資及び出資金支出 290,771 3 3

　　貸付金支出 395,900 395,900 396,945

　　その他の支出                        -                        -                        8

　投資活動収入 810,568 1,144,730 1,245,313

　　国県等補助金収入 369,537 703,699 771,613

　　基金取崩収入 33,636 33,636 63,906

　　貸付金元金回収収入 405,898 405,898 404,334

　　資産売却収入 1,496 1,496 2,986

　　その他の収入                        -                        - 2,474

③財務活動収支 -703,454 -963,378 -1,312,811

　財務活動支出 1,721,363 2,597,787 3,075,350

　　地方債等償還支出 1,717,722 2,594,146 3,070,689

　　その他の支出 3,641 3,641 4,661

　財務活動収入 1,017,909 1,634,409 1,762,539

　　地方債等発行収入 969,147 1,585,647 1,713,777

　　その他の収入 48,762 48,762 48,762

本年度資金収支額 329,207 782,334 767,771

前年度末資金残高 422,300 2,342,528 3,217,244

比例連結割合変更に伴う差額  -  - -1,964

本年度末資金残高 751,507 3,124,862 3,983,051

前年度末歳計外現金残高 36,286 36,286 38,063

本年度歳計外現金増減額 -7,663 -7,663 -7,674

本年度末歳計外現金残高 28,623 28,623 30,390

本年度末現金預金残高 780,130 3,153,485 4,013,440



 

Ⅵ．純資産変動計算書（令和３年４月１日から令和４年３月３１日） 

（１）純資産変動計算書 

 

※住民一人当たりの金額は、住民基本台帳人口を基に算出しています。 

・令和３年度（令和４年１月１日現在）３０，５５０人 

 

純資産変動計算書から見た財政状況 

純資産変動計算書は期中の純資産（国・県や過去及び現世代が負担した将来返済が不要な

財産）の変動額を明らかにし、どのような財源や要因により増減したかを表しています。 

令和３年度末純資産残高は一般会計等で１３億円、全体会計で７億円、連結会計では８億

円の増加となりました。また、住民一人当たりで見た場合、令和２年度中に２７千円純資産

が増加しています。 

なお、無償所管換等については当年度に寄付等で無償取得もしくは無償譲渡した資産の

増減に係る金額が計上されています。また、固定資産台帳の精緻化を図るための修正等を行

った際の金額もこちらに含まれます。 

 

（単位：千円）

一般会計等 全体会計 連結会計
連結会計

（住民1人あたり）

41,050,944 47,589,875 48,545,405 1,589

　純行政コスト（Δ）　 -14,882,921 -23,039,821 -28,028,202 -917

　財源 16,177,643 23,750,036 28,854,510 945

　　税収等 11,271,907 13,934,610 16,253,841 532

　　国県等補助金 4,905,736 9,815,426 12,600,669 412

本年度差額
（純行政コスト（Δ）＋財源）

1,294,722 710,215 826,308 27

　固定資産等の内部変動

　資産評価差額 -10 -10 -10 -0

　無償所管換等 4,426 13,289 13,303 0

　比例連結割合変更に伴う差額                           - -13,264 -0

　その他 -3,363 -3,363 -3,363 -0

　本年度純資産変動額
　（令和3年度中）

1,295,775 720,132 822,975 27

本年度末純資産残高
（令和4年3月31日現在）

42,346,719 48,310,008 49,368,380 1,616

前年度末純資産残高
（令和3年3月31日時点）


